
　　　　公園施設の屋上緑化　　　　公園施設の屋上緑化

　

　工事名：　国営常陸海浜公園総合管理センター屋上緑化整備工事
　概　要： 　最新技術の展示と環境共生を考慮した屋上庭園の建設

〔施策概要〕

効果イメージ

関東地方整備局　国営常陸海浜公園工事事務所

・電力消費、排熱による気温上昇

緑化前
・水分の蒸発散による気温低下
・冷房需要の低下による電力ピーク量の緩和
・生物の生育・生息環境の創出
・雨水の貯留による洪水防止・冷房需要による電力ピーク量の増大

・雨水貯水・浸透機能の低下

緑化後

（一般的な建物のイメージ）
（総合管理センター屋上緑化イメージ（竣工済））



　

○既設の中層（３～５階建）階段室型公営住宅にエレベーターを設置

既設公営住宅ストックのバリアフリー化既設公営住宅ストックのバリアフリー化

〔施策概要〕

○低コストな階段室型エレベーターについ
　て開発提案募集を実施（Ｈ１２）

○提案募集等の活用により、中層公営住宅
　にエレベータの設置を推進

○既存ストックの有効活用により、住宅の
　ライフサイクルコストを低減

効　果

（従前) （設置後)　

約２５団地１７団地設置対象

団地数

約160基112基設置基数

約1,500戸996戸設置対象

戸数

平成１３年度平成１２年度エレベーター
設置状況

・実施事例（鹿児島県営関屋団地）

　

　　　（従来） 　　　　　　（新）
　　　　階段の利用　　⇒　　エレベーター設置によるバリアフリー化
　　　　　　　　　　



　

　　　　　建設副産物対策の推進　　　　　建設副産物対策の推進
　

　概　要： 　循環型社会の構築を図るため、建設工事に係る資材の
　　　　 再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）の趣旨
　　　　 を踏まえ、所管の公共事業において建設廃棄物のリサ
　　　　 イクルを全省的に推進

〔施策概要〕

①平成７年から比較し平成12年度の調査において、リサイクル率が改善。

（※平成7年度のリサイクル率：５８％、平成12年度：８５％）

②建設廃棄物の排出量を１５％減少。

効　果

平成７年度の建設発生木材は、再資源化率（建設廃棄物として排出された量に対
する、再資源化された量と工事間利用された量の合計の割合）の値、またその他
の建設廃棄物は、再資源化等率（建設廃棄物として排出された量に対する、再資
源化及び縮減された量と工事間利用された量の合計の割合）の値。

平成１２年度　建設廃棄物の品目別リサイクル率平成１２年度　建設廃棄物の種類別排出量
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（平成７年度は９，９００万ﾄﾝ）



　

工事名：苫田ダム第一期・第二期工事
概　要：廃棄物の最終処分量をゼロにするゼロ・エミッションの実現
　　　　　従来の3R(Reduce(発生抑制・分別),Reuse(再利用),Recycle(再生利用))
　　　　　　　＋2R(Refuse(搬入抑制),Return(再生材購入))の
　　　　　　　　5Rを軸に、直轄ダム工事で初のゼロエミッション活動を展開
　　　　

〔施策概要〕

　

堤内構造物のプレキャスト化による型枠材の低減や分別による混合廃棄物の発生抑制　
　　　

再生材購入やグリーン購入

（Reduce)

伐採材と脱水ケーキの植生土壌化や発生土の全量流用等による再利用 （Reｕｓｅ)

紙屑や廃プラスティック類の中間処理による再生紙・熱原料への再生利用 （Reｃｙｃｌｅ)

材料のプレカットや在庫管理の徹底による搬入抑制 （Reｆｕｓｅ)

（Return)

　　　国土交通省直轄ダム工事で初のゼロ・エミッション　　　国土交通省直轄ダム工事で初のゼロ・エミッション

効　果

①

②

③

④

⑤
施策フロー図

（Reuse)

無 対 策
(100%)
　 23,907t
建設副産物

Ｒ１ (－28%)
- 6,802t

　Reduce
（発生抑制）

Ｒ２ (－1%)
-47t

　 Refuse
（搬入抑制）

Ｒ１ (0%)
-0t

　 Reduce
（分別による
　発生抑制）

Ｒ３ (－70%)
-16,940t
Reuse

（再利用）

Ｒ４ (－1%)
-118t

　Recycle
（再生利用）

Ｒ５　　再生材購入・グリーン購入（再生品、再生しやすい材料を購入する）

Return　　　仮設材、安全用品、ＲＣ材、鶏糞、再生紙、事務所備品など

中国地方整備局　苫田ダム工事事務所

堤内構造物のプレキャスト化



　　　グリーン・バンク・システムを利用した緑のリサイクルへの取り組み　　　グリーン・バンク・システムを利用した緑のリサイクルへの取り組み

工事名：武蔵野市の桜堤団地等での緑のリサイクル
概　要：（従来） 　　　　　　（新）
　　　　　伐採して廃棄処分　⇒　既存樹木の保存･移植･リサイクル利用　
　　　　　　　　　

〔施策概要〕

効　果

①従来の廃棄処分に対し、環境負荷を低減しています。

②都市における緑のネットワーク形成や、地域コミュニティ形成に寄与しています。

③リサイクル利用によりコスト縮減を図っています。

■平成１３年度には約６，５００本の樹木を再利用しました。

都市基盤整備公団



　

　 維持管理車両の低公害化 ～天然ガス(CNG)自動車に転換～　 維持管理車両の低公害化 ～天然ガス(CNG)自動車に転換～

　

　　概　要：道路などの維持管理車両を低公害車である天然ガス車に転換
　　　　　　 　（従来） 　　　　　　　（新）
　　　　　　　　ディーゼル車　　⇒　　天然ガス(ＣＮＧ)車　　　　　　

　　　　　　　ガソリン車　　　　　　　　　（ＣＮＧ：圧縮天然ガス）

　　　　　　　　　　

〔施策概要〕

①大気汚染防止　NOx △70～90％，SOx △100％，黒煙 △100％。

②地球温暖化対策　CO2 △20～30％。　

③エンジン騒音の低減。

■天然ガス(CNG)車導入状況 (H13年度末現在) 　約100台

効　果

天然ガス(CNG)車の環境改善効果
(ディーゼル車を100%として比較)　出典:環境省資料 道路の清掃に活躍する天然ガス(CNG)車 [排水管清掃車]　

各地方整備局・北海道開発局



　

　　　中温化アスファルト混合物の採用　　　中温化アスファルト混合物の採用

　

　工事名：　一般国道３７号長万部町礼文華舗装外一連工事
　概　要： 　（従来） 　　　　　　　　　（新）

　　　　　　　締固め温度１４０℃　　⇒　締固め温度１１０℃　　　　　
　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　

〔施策概要〕

効　果

施策の実施状況

北海道開発局　室蘭開発建設部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
①製造過程で約３０℃温度低くできることから、CO2の排出量を約１４％削減できる。　
②転圧温度が低くても締固めが可能であり、寒冷期（寒冷地）施工が可能となる。　
③養生期間が短縮出来ることから、早期の交通開放が可能となる。 　

アスファルトプラント

加熱As混合物＋中温化添加剤

混合温度約30℃低減 CO２排出量低減・省エネルギー

中温化アスファルト
混合物

締固温度約30℃低減
急速施工・早期交通開放

寒冷期施工



鉄道を利用した建設発生土運搬鉄道を利用した建設発生土運搬

工事名：多摩ニュータウンの造成工事に伴う建設発生土運搬
概　要：（従来） 　　　　　　　　（新）
　　　　　ダンプトラック輸送　⇒　鉄道輸送　　　　　　　　　　　　　
　

〔施策概要〕

効　果
①１０ｔダンプトラック約9,800台を削減したことにより、交通渋滞の軽減に寄与しました。

②ダンプトラックの排気ガスに含まれる、ＣＯ２、ＮＯｘ、ＰＭ等の発生量を削減しています。

③一度に大量の発生度を運搬することにより、コスト縮減を図っています。

■鉄道輸送により、建設発生土の運搬費を６６０百万円から４６５百万円に縮減しました。

（縮減額　１９５百万円、縮減率　約３０％）

都市基盤整備公団　東京支社

多摩ニュータウン　堀之内･唐木田地区

【平成１３年度の実施状況】

ＪＲ梶ヶ谷ターミナル駅 ＪＲ越谷貨物ターミナル駅

越谷レイクタウン地区

鉄道輸送

コンテナトラックコンテナトラック 約２６Ｋｍ 約４Ｋｍ

約６０Ｋｍ
平成１３年度
輸送実績60,000m3



　　　　　　集中工事の実施による工事渋滞の大幅削減　　　　　　集中工事の実施による工事渋滞の大幅削減

　

　東名高速・名神高速道路等５路線において実施
　概　要： 　（従来） 　　　　　　　　　（新）

　　　　　　　必要に応じ実施　　　⇒　　交通規制の集約化
　　　　　　　　　　

〔施策概要〕

①工事規制件数の減少による工事規制費の縮減。

②工事渋滞の大幅削減。

効　果

ＪＨ東京管理局　横浜管理事務所　他

８６　　　７０件　　４９０件３）西名阪道

６７　　５９０件１，７７０件２）名神高速

７０１，３８０件４,５５０件１）東名高速

削減割合

（％）

集中工事を実施した場合
の実際の工事規制件数

集中工事を実施しなかった
場合の想定工事規制件数

【平成13年度の集中工事による工事規制件数削減効果】

　代表事例



工事へのISO9000s適用における品質の確保、監督業務の効率化

〔施策概要〕

工事名：　鳥栖地区区画道路舗装（１３－２）工事

概　要：（従来）
　　　　　　指定材料の確認･･･数量･寸法、品質証明書等の確認
　　　　　　段階確認　　　･･･臨場等による確認

（新）
　請負者の自主検査記録の確認
　　　　　　〃

効果

① ISO9000sの認証取得を競争参加資格とすることで工事の品質保証の向上が図られる。
② 「材料検査の確認」、「段階確認」について請負者の自主検査記録の確認に置き換えることで
　　監督業務が効率化される。

【施策の実施状況･イメージ】
監督業務の内容変更
　①「指定材料の確認」
　　工事で用いる全ての材料について、品質・規格の試験、
　　立会い、または確認を請負者の自主検査記録の確認に
　　置き換える。
　②「段階確認」
　　項目の区分によって、従来通りまたは請負者の自主検
　　査記録に置き換える。

③「工事施工の立会い」
　　上記②と同様。

施工状況

地域振興整備公団　鳥栖都市開発事務所

　　　　　　　　　項目の区分　　　　　　　　　　　　　　　　確認する方法

１　　掘削長さ、支持地盤等設計変更に関する項目　　　従来通り「段階確認」を実施

２　　あらかじめ試験矢板、試験杭の施工を行う事　　　あらかじめ試験矢板、試験杭に定められた
　　　になっている項目　　　　　　　　　　　　　　　ものについては、従来通り「段階確認」を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　実施し、それ以外の矢板、杭については請
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　負者の自主検査記録を適切な時期にｻﾝﾌﾟﾘﾝ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｸﾞによって確認

３　　確認の程度が1回／1工事、 1回／1構造物と　　 請負者の自主管理記録を適切な時期に確認
　　　定められている項目　　　　　　　　　　　　　　

４　　その他の項目　　　　　　　　　　　　　　　　　請負者の自主管理記録を適切な時期にｻﾝﾌﾟ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾘﾝｸﾞによって確認

表－１　項目の区分別確認方法



　　　　　　電子入札の実施により移動コスト等を縮減　　　　　　電子入札の実施により移動コスト等を縮減

　

　概　要： 　（従来） 　　　　　（新）

　　　　　　　紙による入札　⇒　インターネットを用いた電子入札
　　　　　　　　　　

〔施策概要〕

①競争性の向上

②入札参加者の人件費、移動コストの縮減

③事務の迅速化

④その他　･･･　紙資源や、人・物の移動によるエネルギー消費の軽減

効　果

電子入札システムでは、以下の手続を電子的に行う。
　・競争参加資格申請書の提出及び結果の通知
　・入札書送付及び落札者決定通知書の通知
　・苦情申立及び回答
　・入札結果の閲覧
また、入札情報サービスとして入札公告等をインター
ネットに掲載。



　

　　　公共工事における技術活用システム　　　公共工事における技術活用システム

　

　概要：民間で開発された優れた技術を公共工事に活用促進するため、技術
　　　　の適切な評価、入札契約方式の活用、技術情報の一般への提供等、
　　　　技術活用に関する取組みを総合的に行う。

　　　　　　　　　

〔施策概要〕

①工事の効率性向上による長期的コストの低減

②公共工事の品質の確保

③技術力に優れた企業が伸びる環境づくり

④民間分野の新技術開発の取り組みの促進

効果


